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*質問順に掲載しています。 
 

Q1.  物件入替のペースはこれまでと同じ 3 年で 10％を継続するのか、考え方に変化はあるか。 

（回答） 

基本的にはこれまでと同じ 3 年で 10％の資産入替を実施していく考えです。売却はこの

ペースを維持できると考えていますが、取得に関しては現状パイプラインがあるわけでは

ないため、都度、物件の成長性等を踏まえて判断していきたいと考えています。 

 

Q2.  新規物件の浜松町 PREX 及びプライム千駄ヶ谷ビルについて、取得時の NOI 利回りは。 

（回答） 

いずれの物件も取得時の NOI 利回りは 3.3％です。 

今あるレントギャップを埋めていくことで、中期 NOI 利回りは、浜松町 PREX は 3.6％、プ

ライム千駄ヶ谷ビルは 3.7％となる予定です。 

また今後、金利上昇が落ち着いてインフレの世の中になるようであれば、さらに将来の

成長余地を有している 2 物件だと認識しています。 

  



Q3.  P.10 の 1 口当たり分配金増減要因のページの中で、新宿マインズタワーと日本橋馬喰町

Ⅱの大型解約を「特殊要因」と表現した理由は。27 年 5 月期の入退去率を見ても目立った

数字ではないため、この表現にした意図を伺いたい。 

（回答） 

全体の退去率は、当該 2 物件の退去を織り込んでも、通常の物件運用において想定さ

れる範囲内の水準に収まっているものと認識しています。一方で、当該 2 物件の退去につ

いては、①退去が非常に少ない中でのまとまった面積の解約である点、②当該退去がな

ければ、27 年 5 月期において 27 年 11 月期の EPU 目標 7,130 円の達成が視野に入って

いた点、③当該区画が平均 30％のレントギャップを有している点を踏まえ、「特殊要因」と

表現しました。 

 

Q4.  新規物件の浜松町 PREX 及びプライム千駄ヶ谷ビルについて、EPU 貢献はいくらか。 

（回答） 

浜松町 PREX は約 60 円、プライム千駄ヶ谷ビルは約 150 円です。 

なお、前回決算発表時には、内部成長と外部成長等の施策を織り込んだ前提で 27 年

11 月の目標として EPU 7,130 円、DPU 7,210 円を示していました。新規取得物件の寄与に

加え、既存物件の内部成長も好調であることから 27 年 11 月期の目標を、EPU 7,140 円、

DPU 7,340 円へと上方修正しております。 

 

Q5.  新規物件取得のプレスリリースにおいて、例えば浜松町 PREX の賃貸事業収入は年間 2.4

億円と記載しているのに対し、鑑定評価書の運営収益は 3.1 億円と乖離があると認識して

いる。その上で、取得時の NOI 利回りが 3.3％、中期 NOI 利回りが 3.6％である点について

もう一度説明をお願いしたい。 

（回答） 

取得時の NOI 利回りが 3.3％、中期 NOI 利回りが 3.6％という点は相違ございません。 

中期 NOI 利回りについては一定程度レントギャップを埋める想定で算出しております。な

お、プレスリリース記載の月額賃貸事業収入は、当該時点の稼働状況等の影響により一

時的に低い水準となっており、これが鑑定評価書における運営収益との差異要因の一つ

であると考えております。 

 

Q6.  新規物件取得のプレスリリースについて、以前は取得時の NOI 利回り、鑑定 NOI 利回り、

中期 NOI 利回りの 3 つを記載していたが、今回中期 NOI 利回りだけになった。変更した理

由はあるのか。 

（回答） 

弊社で運用している大和証券リビング投資法人では従前より鑑定 NOI 利回りのみを開

示しており、それに倣った形であってそれ以上の意図はございません。 



 

Q7.  移転後の賃料が高くなることが想定される中で、新宿マインズタワー及び日本橋馬喰町Ⅱ

におけるテナントの解約理由は。 

（回答） 

大きく二つありますが、一つは、自社のオフィスを建築しており、そこに移転するために

解約をしたもの、もう一つは、よりスペックの高い物件に移るために解約をしたと聞いてい

ます。 

 

Q8.  P.13 記載の売却物件について、取得先の今後の物件の運用方針は。 

（回答） 

Daiwa 猿楽町ビルについては、P.22 に記載の入替戦略①に基づき、オフィスとしての最

有効使用ではないと判断し、売却しました。取得先においては、分譲マンション又はホテル

への建替えが想定されているものと認識しています。 

Ｄａｉｗａ麻布台ビルは、、取得先において、一定の追加投資により競争力を引き上げた

上で、引き続きオフィスとして運用していく方針であると聞いています。 

 


